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実施内容 

（１）英語教育の状況を踏まえた目標 

 「公立小学校、中学校及び高等学校における英語教育実施状況調査」の結果等を踏まえ、本県

では、以下の目標設定と管理を行うこととする。 

 

（小学校） 

１ 学習到達目標（CAN-DOリスト）の整備状況について 

  学習指導要領が全面実施となったことを踏まえ、各小学校において学習到達目標（CAN-DOリ

スト）を設定するとともに、児童がその目標を達成しているかどうかを把握する体制が整って

いなくてはならない。令和３年度英語教育実施状況調査では、学習到達目標（CAN-DOリスト）

を設定している県内小学校の割合は７６.０％、達成状況の把握を行っている小学校の割合は

５７.２％であり、目標であった５０.０％を上回った。しかし、学習到達目標（CAN-DOリスト）

を児童と共有することの意義や方法を十分に伝えられていないためか、公表している小学校の

割合は２５.５％にとどまった。令和４年度の目標を、設定は９０.０％、公表は７０.０％、達

成状況の把握は８０.０％とした上で、令和５年度までに１００％となることを目指す。令和３

～５年度の３年間で、各小学校の代表及び中学校の全英語担当教員が委員となる「英語授業力

ブラッシュアップ研究協議会」において、学習到達目標（CAN-DOリスト）を設定する際の考え

方やその方法、設定した目標を児童と共有するとともに、その達成に向けた学習活動の在り方、

達成状況の把握の方法、校区内の小中学校の接続を意識した学習到達目標（CAN-DOリスト）へ

の改善等について研究を行い、その成果を県内の学校で共有することによって、各学校が児童

の実態に応じた目標が設定できるよう、更なる普及啓発に努めていく。 

 

２ 児童の授業における英語による言語活動時間の割合について 

児童の授業における英語による言語活動時間の割合について、授業の半分以上の時間を言語

活動の時間とする学級の割合は、令和３年度は９０.７％であった。令和４年度は９５.０％を

目標とする。英語教育推進リーダーによる授業実践の動画配信や「英語授業力ブラッシュアッ

プ研究協議会」における授業研究成果の共有等を通して、自分の考えや気持ちを伝え合う言語

活動を中心に据えた授業の在り方について、県内での普及を更に進め、言語活動時間の割合を

高めていく。 

 

（中学校） 

１ 学習到達目標（CAN-DOリスト）の状況について 

  令和３年度の学習到達目標（CAN-DOリスト）の設定については１００％を達成した。また、

公表については４２.２％、達成状況の把握については７０.３％となり、令和元年度の結果か

ら向上した。令和４年度の目標である、設定、公表、達成状況の把握それぞれ１００％の達成

を目指し、学習到達目標（CAN-DOリスト）を生徒と共有した上での学習活動の実施とその評価

について、各種研修会等で啓発を進めていく。特に、教員はもちろん、生徒や保護者にとって

も分かりやすく、生徒が学習していく上でより明確なものにするとともに、より効果的に活用

できるものとなるよう、各教育事務所や市町教育委員会、県総合教育センターなどと連携し、

研究を深めるとともに、英語教育推進リーダーによる授業実践の動画配信や「英語授業力ブラ

ッシュアップ研究協議会」における授業研究や実践事例の共有などを通じて、その活用方法に

ついて各学校への普及啓発に努め、生徒の実態に即した見直しと活用がより促進されるように

していく。 

 

２ 生徒の授業における英語による言語活動時間の割合と英語担当教員の英語使用状況について 

  生徒の授業における英語による言語活動時間の割合については、授業の半分以上の時間を言

語活動の時間とする教員の割合が、令和３年度は７１.２％であった。令和４年度は８０.０％

を目標とする。また、英語担当教員の英語使用状況については、発話の半分以上を英語で行う
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教員の割合が、令和３年度は６９.１％であった。令和４年度は８０.０％を目標とする。この

ように令和３年度がどちらも７０％程度である理由については、学習指導要領に記載されてい

る「言語活動を通して（中略）コミュニケーションを図る資質・能力を（中略）育成する」こ

とや、「授業は英語で行うことを基本とする」ことの趣旨がまだ十分に理解されていないため

であると認識しており、小学校での同設問の結果が９０.７％であったことから考えても、中学

校での授業改善は急務であると考えている。そこで、令和３～５年度の３か年計画で実施して

いる「英語授業力強化推進事業」の取組を通じて、１人１台端末をはじめとするＩＣＴ機器の

効果的な活用方法、目的や場面、状況等を明確に設定し、自分の考えや気持ちなどを伝え合う

言語活動の在り方などの研究を深め、その成果の普及啓発を更に進めていくことにより、必然

的に英語の使用量が増えるような授業への転換を図っていく。特に、「聞いたり読んだりした

ことを基に、自分の考えや気持ちなどを話したり書いたりする活動」や「与えられたテーマに

ついて自分の考えを整理し、まとまりのある内容を話したり書いたりする活動」を積極的かつ

効果的に授業に取り入れ、本県の課題克服に努めていく。 

 

３ パフォーマンステストの実施について 

  令和３年度の調査では、ほとんどの学校で年間２～４回のパフォーマンステストを実施して

おり、その実施回数は少しずつ増えてきている。今後はその実施方法や内容、適切な評価の在

り方について、英語教育推進リーダーによる授業実践の動画配信や「英語授業力ブラッシュア

ップ研究協議会」における授業研究と実践事例の共有などを通じて、より効果的、効率的な方

法を研究し、その成果の普及啓発に努めることにより、生徒の発信力の向上を図るとともに、

教員の働き方改革にもつなげていく。 

 

４ 求められる英語力を有する英語担当教員の割合について 

  CEFR B2 レベル相当以上の英語力を有する本県中学校英語担当教員の割合は、令和元年度の

調査において全体の５１.１％となり、初めて５０％を達成したが、令和３年度は４９.６％に

とどまった。英語力を有する教員の退職や育休等の取得、新型コロナウイルス感染症の影響に

よる、資格試験の受験機会の減少などが影響しているのではないかと考えている。令和４年度

の目標は改めて５０.０％に設定する。民間英語教育事業者との連携による「英語授業改善研修」

における、英語運用に関するトレーニングや授業での積極的な英語使用などを通して、英語担

当教員の英語力を更に高めていくとともに、求められる英語力に達していない教員に対しては、

校長会などとも連携して、自身の英語力向上に向けた取組として民間検定試験の受験を促して

いく。 

 

５ 求められる英語力を有する生徒の割合について 

  令和３年度の調査における、CEFR A1 レベル相当以上の英語力を有すると考えられる中学生

の割合は、全体の４６.７％で、令和元年度よりも３.８ポイント上昇したものの、５０.０％を

達成できなかった。令和４年度は、引き続き目標を５０.０％に設定する。 

  今後は、学習指導要領に対応した、各学校での指導体制の構築と１人１台端末をはじめとす

るＩＣＴ機器を効果的に活用した質の高い授業改善のより一層の推進に取り組み、教員の指導

力及び生徒の英語の活用力（聞いて話す、読んで書く力など）の向上を図る。特に、「聞いた

り読んだりしたことを基に、自分の考えや気持ちなどを話したり書いたりする活動」や「与え

られたテーマについて自分の考えを整理し、まとまりのある内容を読んだり書いたりする活動」

を積極的かつ効果的に授業に取り入れ、本県の課題克服に努めていく。また、県教育委員会が

作成している学習シート教材（紙媒体で提供済み。現在、県独自に開発中のＣＢＴシステムに

も掲載予定）の更なる活用を促すとともに、県教育委員会が民間英会話教室と連携した英語力

向上講座をオンデマンドにより開催し、外部検定試験の積極的な受験と資格取得を促進するこ

とにより、生徒の英語力を向上させる取組を更に進める。 

 

６ 英語教育に関する小中連携の状況について 
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  令和３年度調査における、英語教育に関する小中連携を実施している中学校の割合は９７.７％

であった。令和元年度調査では、連携を実施できていなかった理由として、学校行事等の関係

で時間を合わせることができないことなどが挙げられていたが、県教育委員会主催の「英語授

業力ブラッシュアップ研究協議会」において、各地域の英語担当教員の中核となる教員を委員

とする小中合同の分科会を設け、小中が連携した授業改善に取り組む場を確保したことにより、

小中の情報交換等は確実に進んできた。令和４年度も本研究協議会の開催を継続することで、

より深い連携につながるよう、その成果を広く県内に普及啓発していく。 

 

７ 小学校新規採用者に占める一定の英語力を有する者の割合について 

  小学校新規採用者に占める一定の英語力を有する者の割合については、２０２５年度までに

５０.０％とすることを目標とする。２０２５年までに新規採用者の５０.０％を、英検準１級

程度レベルの者とし、子供たちが一定の英語力を身に付け、社会に出た後も自律的に英語を学

んでいけるよう、小中高が連携して英語教育を推進していく。 

また、教員採用選考試験においては、高い英語力を有する者等に対して、加点を行うことで、

一定の英語力をもった教員が確保できるよう工夫する。 

 

（高等学校） 

１ 学習到達目標（CAN-DOリスト）の整備状況について 

  学習到達目標の設定については、目標とする１００％を達成することができている。しかし、

公表及び達成状況の把握については、まだまだ低い水準である。今後、令和４年度から年次進

行で実施される新学習指導要領の目標や内容を踏まえ、愛媛県高等学校教育研究会での研究発

表会、教育課程研究集会、学校訪問研修等における研究協議等において、学習到達目標設定の

目的を明確にするとともに、設定した内容や難易度を見直すといったＰＤＣＡサイクルを確立

し、学習到達目標を活用した授業改善を進めていくことの必要性について理解を深める。 

 

２ 生徒の授業における英語による言語活動時間の割合と英語担当教員の英語使用状況について 

  生徒の授業における英語による言語活動時間の割合について、授業の半分以上の時間を言語

活動の時間とする教員の割合を令和４年度までに１００％、英語担当教員の英語使用状況につ

いて、発話の半分以上を英語で行う教員の割合を１００％とすることを目標とする。この二つ

の項目については、近年数値が伸び悩んでいる。小中高が連携し、コミュニケーションの目的

や場面、状況等を明確に設定してそれに適切に応じる言語活動を中心に据え、指導と評価の一

体化を図りながら、必然的に英語の使用量が増えるような授業への転換を図っていく。 

また、複数の領域を結び付けた言語活動の充実の観点から、「英語ディベート・コンテスト

開催事業」において、英語ディベート指導力向上委員会での研究活動を支援するとともに、愛

媛県高等学校教育研究会英語部会と連携し、全ての学校において、英語ディベート活動に取り

組む機運を高めていく。 

 

３ パフォーマンステストの実施について 

  目標値に到達はできていないが、特にスピーキングテストの実施回数が着実に増えてきてい

る。英語担当教師は、英語４技能の適切な評価のために、パフォーマンステストが必要である

ことは認識している。今後、研修会や研究協議等においては、パフォーマンステストを実施す

る上での課題を明確にし、ＩＣＴ機器を活用した好事例、特に、１人１台端末を活用した好事

例について共有を図る。また、「外国語指導助手招致事業」において、令和２年度から、県立

高校及び県立中等教育学校で指導を行う外国語指導助手を計１０名増員しており、外国語指導

助手と連携したパフォーマンステストの実施を促していく。 

 

４ 求められる英語力を有する英語担当教員の割合について 

  令和３年度における、CEFR B2 レベル相当以上の英語力を有する高等学校英語担当教員の割

合は８８.６％で、令和元年度よりも３.６ポイント上昇したものの、１.４ポイントの差で、目
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標値を達成することができなかった。令和４年度の目標は、引き続き、９０.０％とする。今後、

英語担当教員に対して、指導力向上の一環として、民間の資格・検定試験を活用した自己研鑽

を促していく。 

 

５ 求められる英語力を有する生徒の割合について 

  令和３年度における、CEFR A2 レベル相当以上の英語力を有する高校生の割合は、全体の４

８.２％で、令和元年度よりも４.３ポイント上昇したものの、１.８ポイントの差で、目標値で

ある５０.０％を達成することができなかった。令和４年度の目標は、引き続き、５０.０％と

する。 

  今後、各校において「やり取り」や「即興性」を意識した言語活動、複数の領域を結び付け

た言語活動を一層充実させ、特に英語による発信力を伸ばすことができるよう、県独自の事業

「えひめ英語力向上特別対策事業」を展開していく。また、本県では、ターゲットティーチャ

ーによる授業公開を通じて、効果的な指導法や指導上の課題等について、他校の教員と共有で

きる仕組を整備しており、英語担当教員に対して積極的な参加を促していく。 

 

６ 英語教育の授業におけるＩＣＴ機器の活用について 

  令和３年度の調査における、英語の授業においてＩＣＴ機器を活用した（する）学校の割合

は１００％であった。引き続き、授業における言語活動の充実、パフォーマンステスト実施率

向上、主体的・自律的に学習に取り組む態度の育成等に資するよう、ＩＣＴ機器の効果的な活

用法について、他教科での好事例も共有することとしている。 

 

（２）（１）の目標を達成するための取組（施策の全体像と具体的な計画） 

（小・中学校共通） 

（１）で述べたことを踏まえ、学習指導要領の趣旨を具現化できるよう、英語担当教員の「授

業力」を強化するため、大学や民間英語教育事業者、県・市町教育委員会、小・中・高等学校等

が連携し、各学校での指導体制の構築と１人１台端末をはじめとするＩＣＴ機器を効果的に活用

するなど、質の高い授業改善の推進に取り組み、英語担当教員の指導力及び児童生徒の英語の活

用力（聞いて話す力、読んで書く力など）の向上を図る。また、県内各地域の実態に応じて、学

校種の垣根を越えて連携を深め、各英語担当教員の授業力を一体的に高めていくことも視野に入

れ、本県では、次の各事業を実施する。 

１ 英語授業力強化推進事業 

 ⑴ 小中高及び民間との連携による英語授業改善推進事業 

   指導力の高い教員による授業動画の配信や民間英語教育事業者との連携による研修講座の

実施を通して、今求められる英語の授業改善に取り組み、教員の指導力向上を図る。 

  ア 「英語教育推進リーダー」認証者による授業実践を動画で配信 

   ○ 外国語（英語）の授業について豊富な知見と経験を有する「英語教育推進リーダー」

が、学習指導要領の趣旨を踏まえ、学習到達目標（CAN-DOリスト）やＩＣＴ機器を効果

的に活用した授業を実践し、その様子を動画で配信する。（小中、中高が連携した実践

を含む。） ※ 高校教育課における「えひめ英語力向上特別対策事業」とも連携 

   ○ 県内の英語担当教員が授業動画を視聴し、自身の授業改善に生かす。 

  イ 「英語授業改善推進連絡協議会」の実施 

   ○ 英語教育推進リーダーの授業研究について、より質の高い実践となるよう協議を行う

とともに、リーダー同士の連携を深める。 

   ○ 「英語授業力強化推進事業」全体についての成果と課題の検証及び次年度に向けた取

組の改善について協議する。 

○ 委員 県内大学教授 小中高等学校に勤務する英語教育推進リーダー 

        県教育委員会指導主事（教育事務所、県総合教育センター、高校担当を含む） 

   ○ 回数 ３回（６月、８月、１月を予定） 
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   ○ 場所 県内１会場を予定（県内の感染状況によっては、オンラインでの開催も検討） 

  ウ 民間英語教育事業者との連携による「英語授業改善研修」 

本県は以前、指導主事等が講師となり、教員の英語力向上を図るための研修会を実施し

ていたことがあるが、十分な成果を上げられなかった。しかし、民間英語教育事業者と連

携して実施することにより、英検準１級（CEFR B2）程度以上の資格を有する中学校英語担

当教員の割合を５０％以上とする目標を達成するなど、一定の成果を上げた。各学校での

授業における教員の英語運用能力の向上を目指す研修を、民間英語教育事業者と連携して

行うことで、教員自身の英語力の更なる向上とともに、それぞれの教員がより自信をもっ

て英語の授業に取り組むことができるようになると考える。民間英語教育事業者は、英語

運用能力（使える英語力）の育成、指導法について、授業中に行う言語活動のヒントや児

童生徒等への指示の仕方、褒め方、励まし方、表情や雰囲気の作り方など、民間ならでは

のノウハウをもっており、それらを公立学校の英語教育に取り入れ、各学校で実践するこ

とにより、英語担当教員自身の英語力に対する不安軽減と、指導力の向上につなげたい。 

○ 授業における教員の英語使用や指導法等について、講義・演習を行う。 

○ １回 60分の講座を３回行う。 

○ 県内各小中学校代表１～２人 計３２０人（小１６０人、中１６０人）程度がオンラ

インで受講する。 

○ 講座内容 

・ 児童生徒とのやり取りに場面や状況に即した、授業で活用できる英語表現等の運用

トレーニング（受講者同士のペア・グループワーク等を含む） 

・ 授業で活用できる Small Talkなどの言語活動の体験 

・ ＡＬＴとの打合せの際に使える英語表現等のトレーニング 

・ 教員自身の英語力についての不安解消のために行うことのできる英語運用トレーニ

ングの紹介 

・ 教室での英語指導について、効果的に進めるための方法等に関する講義・演習など 

 ⑵ 英語授業力ブラッシュアップ研究協議会 

   学習指導要領の趣旨を踏まえた効果的かつ多様な指導方法について研究・協議し、今求め

られる英語の授業改善について提言することを通して、教員の指導力向上を図る。 

  ア 委員 県教育委員会指導主事（教育事務所指導主事を含む） 

       県内各地域の英語教育の中核となる教員 小：計９０名程度、中：計１１２名程度 

  イ 内容 

○ 講師（大学教授を予定）を招聘し、学習指導要領を踏まえた効果的かつ多様な指導方

法、今求められる英語の授業改善等について、講義を行う。新型コロナウイルス感染症

対策や教員の働き方改革の観点から、オンデマンドによる動画配信を事前に視聴する形

で実施する。 

○ 県内各地域の英語教育の中核となる教員を委員に任命する。 

○ 近隣の小中学校の委員を同じ分科会に編成し、小中連携を効果的に進めるための授業

研究計画の立案、授業実践及び研究成果の共有、評価問題（テスト）の在り方の検討等

を通した実践的指導力の向上に向けての提言を行う。 

○ 「聞いたり読んだりしたことを基に、自分の考えや気持ちなどを話したり書いたりす

る活動」や「与えられたテーマについて自分の考えを整理し、まとまりのある内容を話

したり書いたりする活動」を効果的に取り入れた授業を実践し、本県の課題克服を図る。 

○ 県内は東西に長く、地域によって自然や気候、産業などの特色や学校・学級規模、児

童生徒の実態等が大きく異なる。また、県内で採択されている教科書は小学校４種類、

中学校６種類あり、他教科と比べても多種多様となっている。そのような中で、画一的

又は数種類に分類した取組ではなく、それぞれの地域においての小さなまとまり（集団）

の中で、その実情に合わせたきめ細かな取組につなげていくため、地域別分科会を編成

して各地域に委員を置き、各地域から多種多様な実践を発信していくことで、本県の英

語教育の更なる発展につなげる。 
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  ウ 日数 各会場３日（教育事務所管内別全体会：５～６月、８月上～中旬の計２回 

各分科会別公開授業：９～１２月に１回） 

エ 場所 新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、全体会は県内３か所に分散して開

催する。公開授業については分科会別に開催する。県内の感染状況によっては、オ

ンラインでの開催も検討する。 

２ 県教育委員会主催の TOEIC IPテストの実施 

 ⑴ 目 的   小中学校教員が英語に関する外部検定試験を受験する機会を拡大し、教員の

英語力向上を図る。 

⑵ 回 数   年２回 

⑶ 受験料補助 公立学校共済組合が実施する資格取得費用補助制度を活用し、受験料を補助

する。 

 

３ 教育課程理解促進研修 

 ⑴ 目 的  英語担当教員一人一人が学習指導要領の趣旨等の理解をより深めるとともに、

自身の指導力向上及び更なる授業改善に資する。 

 ⑵ 内 容  授業改善及び評価の在り方等について 

・ １人１台端末をはじめとするＩＣＴ機器を効果的に活用した授業実践 

・ CAN-DOリスト形式の学習到達目標の設定と見直し及びその効果的な活用 

・ 学習評価について 

・ パフォーマンステストの効果的な実施   など 

 

４ 中学生対象「英語力向上講座」の実施 

 ⑴ 目 的  生徒の資格取得を促進するとともに、英語力向上への意欲を高める。 

 ⑵ 概 要  民間英会話教室と連携 

        希望する学校に、英検３級相当以上の英語力を身に付けることを目指した講座

をオンデマンドで配信 

 

５ 小学校新規採用者に占める一定の英語力を有する者の割合について 

⑴ 小学校新規採用者に占める一定の英語力を有する者の割合(目標値)   

実施年度 ２０２０ ２０２１ ２０２２ ２０２３ ２０２４ ２０２５ 

目標値 ５％ １０％ ２０％ ３０％ ４０％ ５０％ 

 ⑵ 計画の具体 

  ア 小中高が連携した英語教育の推進 

    １の「英語授業力強化推進事業」のうち、⑴に示す「小中高及び民間との連携による英

語授業改善推進事業」を通して、教員の指導力及び児童生徒の英語の活用力の向上を図る。 

  イ 加点制度 

    教員採用選考試験において、小学校教員受験者のうち、次の資格等を有する者に対して、

第１次選考試験の合計点に加点する。 

    ・英検１級、準１級相当の高い英語力を有する者 

・中学校（英語）免許状保有者 

ウ 大学等説明会 

  一定の英語力を有する者への加点について、教員採用選考試験説明会で重点的に説明する。 

  ・中四国・近畿地区の大学での説明会 

  ・オンラインにおける説明会 

エ ホームページでの啓発 

  「愛媛県教員採用情報ホームページ」に一定の英語力を有する者への加点についての説

明を掲載する。 

 

（高等学校） 
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 教員の指導力向上及び生徒の英語力向上を目指し、次の事業を実施する。 

１ えひめ英語力向上特別対策事業 

高校での英語教育における課題（①「話すこと」及び「書くこと」などの言語活動が適切に

行われていない、②「やり取り」や「即興性」を意識した言語活動が十分ではない、③複数の

領域を結び付けた言語活動が適切に行われていないなど）を踏まえ、新学習指導要領に向けた

準備を進めるとともに、本県の高校生が、グローバル化が進展する社会にあって、英語による

思考力・判断力・表現力等を高め、発信力の育成を更に強化する。 

 ⑴ 「英語教育フェスタ」の開催 

  ア 概 要 

    大学教授、外部検定試験団体職員等から、ＩＣＴ機器を活用した最新の英語教育の状況

等について、情報を提供するとともに、新学習指導要領の趣旨の実現に向けた研究協議を

実施する。 

  イ 対 象 

    全ての県立高校及び県立中等教育学校の代表生徒及び英語担当教員を対象とする。 

 ⑵ 「チャレンジサマースクール」の実施 

  ア 概 要 

英語力向上のための２泊３日の英語キャンプを実施する。外国人講師によるワークショ

ップやオールイングリッシュでの交流活動等を通して、生徒の総合的な英語力向上を図る。 

  イ 対 象 

    県立高校及び県立中等教育学校から希望者（１００名程度）を対象とする。 

 ⑶ 「外国人講師等による英語力向上講座」の開催 

ア 概 要 

各校において、県内在住の外国人等を講師として、生徒の総合的な英語力向上、異文化

理解促進等に関する講座を開催する。 

  イ 回 数 

    年間１２０回（１回３時間）程度実施する。 

 

２ 英語ディベート・コンテスト開催事業 

 ⑴ 「英語ディベート指導力向上委員会」の実施（年３回） 

  ア 概 要 

    令和４年度から年次進行で実施される新学習指導要領における目標や内容を踏まえ、英

語による言語活動を活性化するための指導方法等について、研究授業の実施や研究報告書

の作成を通して、理解を深める。 

大学教授等による講義、模擬試合による演習、ジャッジ講習会等を通して、英語ディベ

ート実施やジャッジ参加に必要な技能を習得することにより、本県生徒の英語ディベート

力の向上を図る。 

  イ 委 員 

    県立高校及び県立中等教育学校から、英語ディベート・コンテスト開催に必要とする２

５名の教諭を指名する。 

 ⑵ 「英語ディベート・コンテスト」の開催 

ア 概 要 

    ４人一組によるトーナメント方式での英語によるディベート大会を開催し、外国語指導

助手、英語ディベート指導力向上委員、高教研英語部会ディベート委員等の協力を得て運

営する。  

優勝チームには、全国高校生英語ディベート大会への出場権を与える。 

  イ 参加者  

県立高校及び県立中等教育学校から希望者（２４チーム）を対象とする（１チームの登

録は４～６名とする。）。 
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３ 外国語指導助手招致事業 

 ⑴ 概 要 

  ア 配置人数２４人（東予地区９人、中予地区１０人、南予地区５人） 

    ※語学指導等を行う外国青年招致事業（ＪＥＴプログラム）を活用。 

  イ 業務内容 

    ①学校訪問指導（授業の援助、関係部・同好会への客員参加等） ②英語指導教材の作

成援助 ③英語担当教員の現職教育 ④英語ディベート・コンテスト等における審査など 

 ⑵ 外国語指導助手の増員について 

令和元年度まで、招致人数は１４人であったが、外国語指導助手の増員は、生徒の英語力

向上、英語担当教員の指導力向上、授業における言語活動の充実、パフォーマンテストの実

施率向上等に大きく資することから、令和２年度に１０人増員して、２４名体制とした。引

き続き、招致人数を増やしたことによる効果検証を行い、更なる増員を検討している。 

 

（小・中・高共通） 

１ 外国語指導助手の指導力等向上研修 

 ⑴ 参加者 小学校英語担当教員  約２０名 中学校英語担当教員 約６０名 

高校英語担当教員   約２５名 県内外国語指導助手 約１６０名 

⑵ 内 容  

ア 効果的なティームティーチングの在り方や外国語教育に係る諸問題について研究協議等

を行う。 

イ 外国語教育に必要な知識・指導技術等を身に付けさせるとともに教師個々の英語力向上

を図る。 
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（３）（２）を実施する体制の概要 

 

 

 

 

 （２）に示す事業を実施するための体制の概要は以下の図のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

愛媛県教育委員会 

小学校教員 

中学校英語担当教員 

高等学校英語担当教員 

義務教育課 

文部科学省 

教育事務所 

市町教育委員会 

・「英語教育推進リーダー（小中高）」の連携による 

                 授業動画の配信 

・民間英語教育事業者との連携による 

「英語授業改善研修」（オンライン） 

・授業改善についての提言を行う 

     「英語授業力ブラッシュアップ研究協議会」 

「えひめ英語力向上特別対策事業」等 「英語授業力強化推進事業」 

高校教育課 

県総合教育センター 

愛媛大学教育学部 

民間英語教育事業者 等 

・技能統合型言語活動の充実、ＩＣＴ機器の効果的活用

方法の研究・普及ための 

「英語教育フェスタ」 

「英語ディベート指導力向上委員会」 

・パフォーマンステストの実施率向上に向けた 

外国語指導助手(ＡＬＴ)との連携 

 



目標管理書 令和４年度様式 （様式２）

※表中、斜線部は記入不要。計画段階では目標値のみ記入。

校種 目標値 達成値 目標値 達成値 目標値 達成値 目標値 達成値 目標値 達成値
設定（％） 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
公表（％） 100.0% 37.0% 100.0% 31.9% 100.0% 100.0% 28.4% 100.0%
達成状況の把握（％） 100.0% 47.9% 100.0% 40.3% 100.0% 100.0% 43.3% 100.0%

②生徒の授業における英語による言語活動時間の割合（％） 100.0% 60.2% 100.0% 57.9% 100.0% 100.0% 58.9% 100.0%

　　○スピーキングテスト（回）　 コミュニケーション英語Ⅰ 3.0回 1.6回 3.0回 1.5回 3.0回 3.0回 1.6回 3.0回
コミュニケーション英語Ⅱ 3.0回 1.3回 3.0回 1.5回 3.0回 3.0回 1.4回 3.0回
コミュニケーション英語Ⅲ 3.0回 0.6回 3.0回 1.1回 3.0回 3.0回 1.0回 3.0回
英語表現Ⅰ 3.0回 0.8回 3.0回 1.1回 3.0回 3.0回 1.1回 3.0回
英語表現Ⅱ 3.0回 0.8回 3.0回 1.3回 3.0回 3.0回 1.2回 3.0回

　　○ライティングテスト（回）　 コミュニケーション英語Ⅰ 3.0回 1.5回 3.0回 1.3回 3.0回 3.0回 1.5回 3.0回
コミュニケーション英語Ⅱ 3.0回 1.5回 3.0回 1.5回 3.0回 3.0回 1.6回 3.0回
コミュニケーション英語Ⅲ 3.0回 0.9回 3.0回 1.0回 3.0回 3.0回 1.5回 3.0回
英語表現Ⅰ 3.0回 1.9回 3.0回 2.1回 3.0回 3.0回 1.7回 3.0回
英語表現Ⅱ 3.0回 1.8回 3.0回 2.4回 3.0回 3.0回 3.1回 3.0回

　　○スピーキングテスト（回）　 英語コミュニケーションⅠ 3.0回
英語コミュニケーションⅡ 3.0回
英語コミュニケーションⅢ 3.0回
論理・表現Ⅰ 3.0回
論理・表現Ⅱ 3.0回
論理・表現Ⅲ 3.0回

　　○ライティングテスト（回）　 英語コミュニケーションⅠ 3.0回
英語コミュニケーションⅡ 3.0回
英語コミュニケーションⅢ 3.0回
論理・表現Ⅰ 3.0回
論理・表現Ⅱ 3.0回
論理・表現Ⅲ 3.0回

④英語担当教員の授業における英語使用状況（％） 100.0% 61.3% 100.0% 60.4% 100.0% 100.0% 52.7% 100.0%
85.0% 82.5% 85.0% 85.0% 87.5% 90.0% 88.6% 90.0%

⑥求められる英語力を有する生徒の割合（％） 50.0% 41.4% 50.0% 43.9% 50.0% 50.0% 48.2% 50.0%

校種 目標値 達成値 目標値 達成値 目標値 達成値 目標値 達成値 目標値 達成値
設定（％） 100.0% 81.5% 100.0% 91.5% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
公表（％） 100.0% 1.5% 100.0% 3.1% 100.0% 100.0% 42.2% 100.0%
達成状況の把握（％） 100.0% 30.8% 100.0% 38.5% 100.0% 100.0% 70.3% 100.0%

②生徒の授業における英語による言語活動時間の割合（％） 80.0% 77.9% 80.0% 71.7% 80.0% 80.0% 71.2% 80.0%
スピーキングテスト（回） 3.0回 2.6回 3.0回 3.0回 4.0回 4.0回 3.8回 4.0回
ライティングテスト（回） 3.0回 2.4回 3.0回 2.2回 3.0回 3.0回 2.8回 3.0回

④英語担当教員の授業における英語使用状況（％） 70.0% 67.7% 70.0% 65.5% 70.0% 75.0% 69.1% 80.0%
⑤求められる英語力を有する英語担当教員の割合（％） 50.0% 46.8% 50.0% 51.1% 53.0% 53.0% 49.6% 50.0%
⑥求められる英語力を有する生徒の割合（％） 50.0% 39.2% 50.0% 42.9% 50.0% 50.0% 46.7% 50.0%

校種 目標値 達成値 目標値 達成値 目標値 達成値 目標値 達成値 目標値 達成値
設定（％） 50.0% 50.0% 76.0% 90.0%
公表（％） 50.0% 50.0% 25.5% 70.0%
達成状況の把握（％） 50.0% 50.0% 57.2% 80.0%

独自 № 目標値 達成値 目標値 達成値 目標値 達成値 目標値 達成値 目標値 達成値指標内容

指標内容

2018 2019 2020 2021 2022

2018 2019 2020 2021

①学習到達目標の整備状況

愛媛県教育委員会

2018 2019 2020 20222021

2022
指標内容

新
課
程

2018 2019 2020 2021 2022

③パフォーマンステストの実施状況　

現
行
課
程

指標内容

学習到達目標の整備状況

①学習到達目標の整備状況

③パフォーマンステストの実施状況 

⑤求められる英語力を有する英語担当教員の割合（％）

高
等
学
校

中
学
校

小
学
校
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